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Ⅰ.管理計画認定制度の成立経緯と概要について

 ■築40年超のマンションは、令和3年末現在の約106万戸から10年後には、約2.2倍の
 約249万戸、20年後には約3.7倍の425万戸となることから、マンションの老朽化を
 抑制し、周辺への危害等を防止するための維持管理の適正化が喫緊の課題と
 なった。

 ■マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え等の
 円滑化に関する法律の一部を改正する法律（令和2年法律第62号）が令和2年
 6月24日に公布された。

 ■改正されたマンションの管理の適正化の推進に関する法律(平成12年法律
 第149号｡
 以下, 改正マンション管理適正化推進計画や管理計画の認定などの制度が
 令和4年4月1日より開始された。
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 ■改正マンション管理適正化法第5条の３及び第5条の４に基づき、
 マンションの管理組合は、自らのマンションの管理計画を、推進計画を作成
 した都道府県等の長（以下「計画作成都道府県知事等」という。）に提出し、
 一定の基準を満たす場合、計画作成都道府県知事等による認定を受けること
 ができる。

 ■管理計画認定制度を通じ、管理組合による管理の適正化に向けた自主的な
 取組が推進されるほか、認定を受けたマンションについては、市場で高く評価
 されるなどのメリットが期待され、良質な管理水準が維持されることで、居住者
 のみならず、周辺地域の良好な居住環境の維持向上にも寄与できる。

 ■管理計画の認定の申請主体は、マンションの管理組合の管理者等である。
 申請にあたっては、その旨を集会で決議を得ておく必要がある。
 管理者等は、推進計画を作成した都道府県等の長の認定を申請することが
 できる。
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Ⅱ. 管理計画認定制度の申込手続きについて
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手数料について
(1)認定申請または認定更新申請

申請方法 ⾧期修繕計画が1つの場合 ⾧期修繕計画が2つ以上の場合
の1計画あたりの加算額

公益財団法人マンション管理セ
ンターの事前確認を受けた上で
市に申請の場合

4,200円 1,800円

上記手数料以外に、公益財団法人マンション管理センターへ支払
うシステム利用料(1申請当たり10,000円)と事前確認審査料(パ
ターン①と②については、管理組合と委託先で決定し、パターン
③と④では、⾧期修繕計画1計画あたり10,000円(内税)となります。

市に直接申請の場合 30,000円 17,300円

(２)変更認定申請の手数料等については、ホームページ等でご確認ください。
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Ⅲ.管理計画認定基準について ①
区分 内容

１ 管理組合の運営に関す
るもの

(1)管理者等が定められていること
(2)監事が選任されていること
(3)集会が年1回以上開催されていること

２ 管理規約に関するもの

(1)管理規約が作成されていること
(2)マンションの適切な管理のため、管理規約において災害等の緊急時や管理
上必要なときの専有部の立入り、修繕等の履歴情報の管理等について定め
られていること

(3)マンションの管理状況に係る情報取得の円滑化のため、管理規約において、
管理組合の財務･管理に関する情報の書面の交付又は電磁的方法による
提供について定められていること

３ 管理組合の経理に関す
るもの

(1)管理費及び修繕積立金等について明確に区分経理が行われていること
(2)修繕積立金会計から他の会計への充当がされていないこと
(3)直前の事業年度の終了の日時点における修繕積立金の3か月以上の滞納額
が全体の1割以内であること
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Ⅲ.管理計画認定基準について ②

４ ⾧期修繕計画の作成及び
見直し等に関するもの

(1)⾧期修繕計画が「⾧期修繕計画標準様式」に準処し作成され、
⾧期修繕計画の内容及びこれに基づき算定された修繕積立金額に
ついて集会にて決議されていること

(2)⾧期修繕計画の作成又は見直しが7年以内に行われていること
(3)⾧期修繕計画の実行性を確保するため、計画期間が30年以上で、
かつ、残存期間内に大規模修繕工事が2回以上含まれるように設定
されていること

(4)⾧期修繕計画において将来の一時的な修繕積立金の徴収を予定して
いないこと

(5)⾧期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額から算定された
修繕積立金の平均額が著しく低額でないこと

(6)⾧期修繕計画の計画期間の最終年度において、借入金の残高のない
⾧期修繕計画となっていること

５ その他

管理組合がマンションの区分所有者等への平常時における連絡に
加え、災害等の緊急時に迅速な対応を行うため、組合員名簿、居
住者名簿を備えているとともに、1年に1回以上は、内容の確認を
行っていること
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Ⅳ.事前確認認定を受けた場合のメリットについて

事前確認による認定の場合
①公益財団法人マンション管理センターの「管理計画認定
マンション閲覧サイト」にマンション名が公表される。

②住宅金融支援機構のﾌﾗｯﾄ35｢マンション共用部分リフォーム
融資｣の金利引き下げや｢マンションすまい･る債｣の利率上
乗せが受けられる。

③｢マンション⾧寿命化促進税制｣に基づき、一定の要件を満たす
マンションについては、建物部分の固定資産税額が1/3減額さ
れる。
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Ⅴ.マンション長寿命化促進税制について

☆高経年マンションにおいては、高齢化や工事費の急激な上昇により、
長寿命化工事に必要な積立金が不足することが発生し、工事が適切
に実施できないと、外壁剝落や廃墟化を招くこととなり、周辺環境
に大きな悪影響を与えることになり、適切な時期に大規模修繕を行
うことで、悪影響を防止し、マンションの資産価値の向上を図る。

☆修繕積立金の引上げや大規模修繕工事の実施には、管理組合の意思

決定として、所有者の合意を取る必要があり、この減額措置

（マンション長寿命化促進税制）を所有者の皆様に活用して頂き、

所有者の合意形成につなげることが税制設定の目的。
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マンションの修繕積立金に関するガイドライン①
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マンションの修繕積立金に関するガイドライン②
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Ⅵ.マンション管理計画認定制度相談ダイヤルについて
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ご清聴ありがとうございました。

本資料作成に当たり参考とした文献等
マンションの管理の適正化の推進に関する法律第5条の３に
基づくマンションの管理計画認定に関する事務ガイドライン

令和3年11月 令和5年4月【追補版】 国土交通省
広島市マンション管理サイト(マンション管理計画認定制度）

広島市ＨＰ他

一般社団法人広島県マンション管理士会
「無料相談会」を開催しています。
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